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体制－１ 江別市住みかえ支援体制整備事業 

事業主体 大麻・文京台のまちづくり協議会 

対象地域 北海道江別市大麻地区 
□ 過疎、豪雪、山村、離島等の条件不利地域  

■ 郊外住宅地  

□ 密集市街地・中心市街地 

事業概要 

郊外住宅団地を対象に、高齢者の住み替えニーズの把握、相談会の試行等を行

い、市・道、地域の不動産関連事業者、関係団体等と連携して住みかえ支援体

制を整備。 

効果計測指標 

着手時点 

（前年度末又は着手

時） 

完了時点 

（H25年 3月 1日時

点） 

今後の目標値 

（中長期） 

相談件数 4 件 10 件 100 件 

 

１．事業内容 

(1) 事業の背景と目的 

江別市大麻地区は、札幌市に隣接し、札幌圏の人口増の受け皿として昭和 39 年に造成され

た計画的な大規模住宅団地を中心とした地区で、現在は教育や自然環境、利便性にも優れる

成熟した住環境が形成され、今後も持続可能な住居系市街地をめざしているところである。 

一方で、一斉入居による高齢化の進展や集合住宅、戸建て住宅の老朽化、未耐震化などに

より、今後、コミュニティを含めた団地自体の存続が危惧される。 

このような背景から、地域で作成した「大麻団地まちづくり指針」において、大麻団地が

抱えている課題の程度や緊急性等から早期に事業化すべき項目について、「戦略的プログラ

ム」という形で整理し、まず地域運営組織の構築と展開として、良質な住宅ストックを確保

し健全な流通を促進することや若者層の定住促進のため既存住宅などへの住みかえ支援を提

言している。 

このことに基づき、市や民間事業者とも連携し、団地内への子育て世帯や高齢者対応住宅、

福祉施設などの誘導に取り組む中で、空き家の有効活用や住みかえ支援のあり方について検

討を進めてきたところである。 

また、活動の対象である大麻地区において、「住みかえ・まちづくりに関するセミナーin

江別」を開催し、少子高齢化、空き家・空き地の増加やコミュニティの担い手不足などの課

題にどう対応していくかをテーマにマイホーム借上げ制度を紹介するセミナーや世代間の交

流によるコミュニティの活性化などについて、産学官民によるパネルディスカッションを行

い、多くの市民などにご参加いただいたところである。 

その後、マイホーム借上げ制度について、市への問い合わせが増えるなど、住みかえに関

する市民の関心も高まりつつあり、空き家の有効活用や住みかえ支援に係るニーズに対応し

た相談体制整備に向けて、住みかえに関する相談会の開催、住民アンケート、ＰＲ資料によ

る広報等を行うとともに、これらの結果を踏まえて相談体制の検討を行うものである。 
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(2) 事業手順 

 

表 1 平成 24 年度の活動の流れ 

①-2 住民アンケート調査の実施
＊大麻地区2,000世帯に調査票を
発送、回収しデータを取りまと
める
マクロな視点から住みかえニー
ズや住みかえ先の意向を把握

②-2 相談会の開催
＊ 関係団体等と連携し、住みか
えに関する相談会を開催（２
回）

＊相談会の実施結果を踏まえ、

現状と課題、相談内容を整理

ミクロな視点から相談内容や実

態を把握

③-2 ＰＲ資料（5,000部）の作
成及び配布
＊住みかえ支援について具体的
な活用事例を交えて紹介

①-3 分析結果から相談体制のあり方を検討
②-3 相談会実施結果の分析と相談体制等を検討
＊アンケートや相談内容等から、効果的かつ効率的な運用体制を検討

①-1 住民アンケート調査設計
＊大麻地区2,000世帯を対象に住
環境等の現状と課題、住みかえ
に関する意向等を調査するため、
仕様作成、調査設計を行う。

③-1 ＰＲ資料の作成内容の検討
＊住みかえ支援に関するＰＲ資
料の内容を検討

②-1 相談会に係る関係団体等と
の調整
＊ 不動産、建築関係事業者等と
対応方法、日程等を調整

③-3 住みかえ支援のＰＲ、マイ
ホーム借上げ制度の活用促進

 

(3) 事業内容 

1) 住民アンケート調査 

① 調査の目的 

大麻・文京台のまちづくり協議会では、江別市及び北海道石狩振興局と連携して、大麻地

区の高齢期の持ち家所有者を対象に、高齢者世帯や住宅のストックの現状、住みかえへのニ

ーズや問題点、高齢者向け住宅や制度に関する認知度などを把握し、高齢期の住まいや住み

かえ支援のあり方を検討するため、アンケート調査を行った。 

このアンケート調査結果から地域のニーズに合った相談体制や支援のあり方を検討する。 

② 調査対象 

  大麻地区の 60 歳以上の持ち家所有者 2,000 人 

③ 調査方法 

  郵送による配布・回収 

④ 調査期間 

  平成 24 年 11 月 21 日（水）発送 

平成 24 年 12 月 5 日（水）締め切り 

⑤ 回収状況 

  回収数 1,161 件（回収率 58.1%） 
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⑥ 調査の内容 

問 1 属性 

     ⅰ）年齢 ⅱ）健康状況 ⅲ）要介護認定の有無 ⅳ）世帯人数 

    ⅴ）60 歳以上の世帯人数 ⅵ）世帯の構成 

問 2 現在の住まいについて 

     ⅰ）築年数 ⅱ）現在の住まいで困っていること 

問 3 住みかえについて 

     ⅰ）今後１０年以内の住みかえ予定 ⅱ）住みかえ先の地域の予定・希望 

ⅲ）地域を選んだ理由 ⅳ）住みかえ先の形態 ⅴ）住みかえの時期 

ⅵ）住みかえ後の現在の住宅の処分 ⅶ）住みかえの問題点 

問４ 持ち家のリフォームについて 

     ⅰ）リフォームの実施有無 ⅱ）全てのリフォーム内容 

 ⅲ）直近のリフォーム時期 ⅳ）直近のリフォーム内容 

 ⅴ）今後のリフォーム予定 

問５ 高齢者向け住宅に関する情報や相談窓口について 

     ⅰ）高齢者向け住宅に関する認知度 ⅱ）マイホーム借上げ制度に関する認知度 

ⅲ）マイホーム借上げ制度の利用希望 ⅳ）相談窓口の利用希望 

ⅴ）希望する相談内容 

 

⑦ 調査結果の概要 

回答者の属性 

大麻地区の持ち家（戸建て）に住んでいる 60 歳以上の居住者は、ほとんどが自力で生活可

能となっているが、高齢者のみの世帯や高齢単身世帯では、特に、冬期の雪処理やバリアフ

リー化の未整備、住宅の維持管理の負担が問題となっている。 

 

図 1 健康状態 

76.9% 11.9% 5.2% 3.2%

0.7%

1.3%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自力で生活可能 自力で生活できるが不安

家族の支援で生活できる （家族の支援に加え）介護又は医療サービスを受けている

その他 無効回答

無回答 系列8
n=1161
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図 2 現在の住まいについて困っていること（複数回答） 
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冬期の雪処理が大変

バリアフリー化されていない

住宅の維持管理（庭の手入れ等）に不安がある

住宅（壁、屋根、床）が古くなっている

住宅の暖かさ（断熱性能）が十分ではない

災害に対する安全性（耐震化等）が十分ではない

買い物等への利便性が悪い

住宅に要する費用負担が大きい

省エネ（太陽光等）環境配慮が不足

病院や介護施設への利便性が悪い

設備（トイレ、台所、洗面台など）が古い

住宅が広すぎる

収納が少ない

日照・通風が悪い

間取りが悪い

住宅の広さが十分ではない

近所づきあいにトラブルがある

その他
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n=1161

 

 

住宅の現状 

住宅については、約８割が築 20 年以上となっており、築 10 年を過ぎるとリフォームを実

施する割合が高くなることが分かった。 

リフォームの内容は、屋根・外壁、水回りの改善が多くなっており、バリアフリー化や耐

震化、省エネ化に関するリフォームは少ない状況となっている。 

 

図 3 現在の住まいの築年数 

0.2% 0.9%

3.1% 18.9% 28.1% 27.4% 21.0% 0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満

20年以上30年未満 30年以上40年未満 40年以上 わからない

無効回答 無回答 1
n=1161
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図 4 築年別リフォームの実施状況 
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10年以上20年未満
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(n=318)

40年以上

(n=244)
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リフォームした リフォームしていない 無効回答 無回答 1

 
 

図 5 リフォームの内容 
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屋根・外壁等の改修工事

台所・トイレ・浴室・洗面所の改修工事

天井・壁・床等の改修工事

窓・壁等の断熱・結露防止工事

増築・間取りの変更

バリアフリー（段差解消、手すり設置等）の改修工事

壁・柱・基礎等の補強工事（耐震化等）

太陽光パネル等の省エネ設備の設置

その他
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住みかえについて 

住みかえに関する意向については、全体の 5.7％の 66 世帯が「住みかえを予定している」

となっており、「住みかえを予定している」「希望があるが、困難」を合わせると、住みかえ

を希望する回答者は約 2 割となっている（「住みかえを予定している」「希望はあるが、困難」

という回答者を合わせて、以下、「住みかえ希望者」とする）。 

住みかえ先については、子どもや親戚がいることや、買い物や通院の利便性が良いことか

ら札幌市内への住みかえの意向が高いが、大麻地区内の住みかえについても、住み慣れてい

るという理由で高い割合となっている。 
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図 6 住みかえの希望 

5.7% 13.1% 32.8% 39.9%

0.3%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住みかえを予定している 希望はあるが、困難 今のままで良い 特に考えていない 無効回答 無回答 1
n=1161

 
 

図 7 住みかえ先の予定・希望 

29.4% 6.4% 37.2% 3.7% 11.5% 3.2% 8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大麻地区内 大麻地区以外の江別市内 札幌市内 北海道内の他の市町村 その他 無効回答 無回答 1
n=218

 
 

  図 8 住みかえの理由（住みかえ先の予定・希望別） 
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19.8%

25.0%

24.0%

3.1%

1.2%

4.7%

7.1%

19.8%

4.7%

14.3%

19.8%

1.6%

14.3%

9.9%

37.5%

16.0%

20.3%

9.9%

8.0%

7.8%

7.1%

14.8%

25.0%

44.0%

大麻地区内

(n=64)

大麻地区以外の江別市内

(n=14)

札幌市内

(n=81)

北海道内の他の市町村

(n=8)

その他

(n=25)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住み慣れているから 子どもや親戚がいるから 近所に仲の良い人がいるから

仕事上の理由のため 通院などの利便性が良いから 買い物など生活の利便性が良いから

その他 無効回答 無回答

 

 

住みかえ先の形態については、サービス付き高齢者向け住宅や公営住宅、マンションへ

の意向が高くなっている。 

年齢別でみると 65～74 歳の前期高齢者については、サービス付き高齢者向け住宅のほか、

マンションや公営住宅への意向が高く、75 歳以上の後期高齢者については、有料老人ホー

ムなど高齢者向け施設への意向が高くなっており、年齢が高くなるほど介護度の高い生活

支援サービスが求められている。 
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図 9 住みかえ先の形態 
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サービス付き高齢者向け住宅

公営住宅（道営・市営住宅）

マンション（持家）

有料老人ホーム

賃貸アパート・マンション（借家）

UR賃貸住宅（旧公団住宅）

特別養護老人ホーム

1戸建て（持家）

1戸建て（借家）

その他

n=218

 
 

住みかえの希望者の住みかえの時期については、具体的に決めていない世帯が約 4 割と

最も多いが、特に 5 年以内に住みかえを予定している世帯は全体の 18.4％の 40 世帯とな

っている。 

    住みかえ後の現在の住宅の処分については、現状のまま売却する意向が高くなっている

が、借家として活用する意向も１割程度みられる。 

 

図 10 住みかえの時期 

3.7% 14.7% 18.8% 38.1% 14.7% 3.2%

1.4%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年以内 1～５年以内 ５～１０年以内

具体的にはまだ決めていない わからない その他

無効回答 無回答 1
n=218

 

 

 図 11 住みかえ後現在の住まいの処分 

49.1%

1.4%

6.9%

3.2%

12.4% 4.1% 10.6%

2.8%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状のまま売却する 補修や修繕などを行い売却する 現状のまま貸す

補修や修繕などを行い貸す 取り壊して更地にする 現状のまま保有する

その他 無効回答 無回答

1 n=218
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高齢者向け住宅に関する情報や相談窓口について 

「高齢者向け住宅」「マイホーム借上げ制度」ともに内容まで知っている回答者は約１割

未満となっている。 

また、相談窓口の利用意向は約３割であるが、その内容は、住みかえに限定せず、住み慣

れた地域に住み続けるためのリフォームや、相続、税金など法律等に関する相談、高齢者向

け住宅の情報提供など多様な内容となっている。 

 

  図 12 高齢者向け住宅に関する認知度 

8.2% 54.0% 32.7%

0.2%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている ある程度知っている 知らない 無効回答 無回答 1
n=1161

 

 

  図 13 「マイホーム借上げ制度」に関する認知度 

9.7% 34.2% 48.9%

0.2%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容を知っている 名称は聞いたことはあるが、内容は知らない 知らない 無効回答 無回答 1
n=1161

 

 

図 14 「マイホーム借上げ制度」の利用への希望 

2.3%

21.1% 28.6% 39.3%

0.1%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 詳細な内容を知って考えたい 利用したくない わからない 無効回答 無回答 1
n=1161

 

 

  図 15 相談窓口の利用への希望 
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25.8% 31.8% 27.9%

0.2%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非利用したい 機会があれば利用したい 必要ない わからない 無効回答 無回答 1

n=1161
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  図 16 希望する相談内容 
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マイホーム借上げ制度
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  図 17 住みかえを考えた場合の問題点 
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現在の住宅・宅地の売却がうまくいかない

住宅・宅地に関する適切な情報が得にくい

預貯金（住宅財形などを含む）や返済能力が不足している

誰（専門家など）に相談して良いか分からない

公的賃貸住宅への入居が困難である

返済能力はあるが、条件に合わず資金融資が受けられない、

またはその額が少ない

民間賃貸住宅への入居を拒否される

その他

n=218
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住みかえの希望者について 

住みかえの希望者は、世帯の構成については単身世帯が、健康状況については「自力で生

活できるが不安」の割合が全体と比較して高くなっている。 

住みかえ先の予定・希望に関する理由については、「子どもや親戚がいるから」「通院など

の利便性が良いから」が全体と比較してもやや高くなっている。 

 

図 18 世帯の構成（住みかえの希望者） 
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合計
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身 夫婦のみ 二世帯（子と同居） 二世帯（親と同居） 三世帯 その他 無効回答 無回答 1

 

 

  図 19 健康状況（住みかえの希望者） 

65.6%

79.5%

76.9%

21.1%

9.8%

11.9%

6.0%

5.0%

5.2%

2.3%

3.4%

3.2%

0.9%

0.6%

0.7%

2.8%

1.0%

1.3%

1.4%

0.7%

0.9%

住みかえを希望

(n=218)

住みかえの希望以外

(n=943)

合計

(n=1161)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自力で生活可能 自力で生活できるが不安

家族の支援で生活できる （家族の支援に加え）介護又は医療サービスを受けている

その他 無効回答

無回答 1

 

 

図 20 住みかえの理由（住みかえの希望者） 

16.7%

25.0%

22.5%

16.7%

13.8%

14.7%

2.6%

1.8%

13.6%

7.9%

9.6%

9.1%

10.5%

10.1%

9.1%

7.9%

8.3%

18.2%

9.2%

11.9%

16.7%

23.0%

21.1%

住みかえを予定している

(n=66)

希望はあるが困難

(n=152)

「住みかえを予定している」

「希望はあるが困難」の合計

(n=218)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住み慣れているから 子どもや親戚がいるから 近所に仲の良い人がいるから

仕事上の理由のため 通院などの利便性が良いから 買い物など生活の利便性が良いから

その他 無効回答 無回答
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住みかえ希望者の現在の住まいの築年数については、「30 年以上 40 年未満」の割合が最も

高く、次いで「40 年以上」となっており、築 30 年以上の住宅の割合が全体と比較して高く

なっている。 

 

  図 21 現在の住まいの築年数（住みかえの希望者） 

 

0.2%

0.2%

1.1%

0.9%

0.9%

3.6%

3.1%

17.0%

19.4%

18.9%

22.9%

29.3%

28.1%

31.7%

26.4%

27.4%

26.1%

19.8%

21.0%

1.4%

0.2%

0.4%

住みかえを希望

(n=218)

住みかえの希望以外

(n=943)

合計

(n=1161)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満

20年以上30年未満 30年以上40年未満 40年以上 わからない

無効回答 無回答 1

 

 

住みかえを予定している回答者の住みかえ時期については、「具体的にはまだ決めていな

い」が約 3 割と最も高くなっているが、5 年以内に住みかえを予定している回答者は約 35％

となっている。 

住みかえ先の形態については「住みかえを予定している」という回答者は「サービス付き

高齢者向け住宅」のほか、「賃貸アパート・マンション」「公営住宅（道営・市営住宅）」が多

くなっており、賃貸住宅への住みかえの希望も高いことが分かった。また、「希望はあるが、

困難」という回答者は「サービス付き高齢者向け住宅」のほか、「マンション（持家）」「公営

住宅（道営・市営住宅）」が多くなっている。 

 

図 22 住みかえの時期（住みかえの希望者） 

 

9.1%

1.3%

3.7%

25.8%

9.9%

14.7%

24.2%

16.4%

18.8%

25.8%

43.4%

38.1%

7.6%

17.8%

14.7%

4.5%

2.6%

3.2%

3.0%

0.7%

1.4%

7.9%

5.5%

住みかえを予定している

(n=66)

希望はあるが困難

(n=152)

「住みかえを予定している」

「希望はあるが困難」の合計

(n=218)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年以内 1～５年以内 ５～１０年以内

具体的にはまだ決めていない わからない その他

無効回答 無回答 1
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図 23 住みかえ先の形態（住みかえを予定している） 

32 

19 

18 

17 

16 

15 

12 

9 

1 

3 

0 5 10 15 20 25 30 35

サービス付き高齢者向け住宅

賃貸アパート・マンション（借家）

公営住宅（道営・市営住宅）

有料老人ホーム

マンション（持家）

特別養護老人ホーム

UR賃貸住宅（旧公団住宅）

1戸建て（持家）

1戸建て（借家）

その他

n=66
住みかえを予定している（1,2,3番目の合計）

 
 

  図 24 住みかえ先の形態（希望はあるが、困難） 

90 

42 

40 

37 

30 

29 

28 

27 

3 

4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

サービス付き高齢者向け住宅

マンション（持家）

公営住宅（道営・市営住宅）

有料老人ホーム

UR賃貸住宅（旧公団住宅）

特別養護老人ホーム

1戸建て（持家）

賃貸アパート・マンション（借家）

1戸建て（借家）

その他

n=152希望はあるが、困難（1,2,3番目の合計）
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住みかえを考えた場合の問題点については、「住みかえを予定している」という回答者は、

予定していない回答者が「預貯金や返済能力が不足している」が多くなっていることに対し、

「現在の住宅・宅地の売却がうまくいかない」「住宅・宅地に関する適切な情報が得にくい」

「誰に相談して良いか分からない」など、具体的な情報や相談を必要としている回答が多く

なっている。 

 

図 25 住みかえを考えた場合の問題点（住みかえを予定している） 

45 

24 

20 

16 

14 

5 

2 

0 

2 

0 10 20 30 40 50

特にない

現在の住宅・宅地の売却がうまくいかない

住宅・宅地に関する適切な情報が得にくい

誰（専門家など）に相談して良いか

分からない

公的賃貸住宅への入居が困難である

預貯金（住宅財形などを含む）や

返済能力が不足している

民間賃貸住宅への入居を拒否される

返済能力はあるが、条件に合わず資金融資が

受けられない、またはその額が少ない

その他

n=66
住みかえを予定している（1,2,3番目の合計）

 

 

図 26 住みかえを考えた場合の問題点（希望はあるが、困難） 

85 

55 

45 

43 

38 

28 

12 

4 

10 

0 20 40 60 80 100

特にない

預貯金（住宅財形などを含む）や

返済能力が不足している

現在の住宅・宅地の売却がうまくいかない

住宅・宅地に関する適切な情報が得にくい

誰（専門家など）に相談して良いか分からない

公的賃貸住宅への入居が困難である

返済能力はあるが、条件に合わず資金融資が

受けられない、またはその額が少ない

民間賃貸住宅への入居を拒否される

その他

n=152
希望はあるが、困難（1,2,3番目の合計）
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「マイホーム借上げ制度」の利用希望については、「利用したい」「詳細な内容を知って考

えたい」の合計が約５割と全体と比較して高くなっている。 

地区内の住みかえ相談窓口の利用希望については、「是非利用したい」「機会があれば利用

したい」の合計が約６割と全体と比較して高くなっている。 

相談内容としては、「住みかえ先」のほか「住宅の処分」が全体と比較して上位を占めてい

る。 

 

図 27 「マイホーム借上げ制度」の利用への希望（住みかえの希望者） 

6.4%

1.4%

2.3%

39.4%

16.9%

21.1%

16.5%

31.4%

28.6%

31.7%

41.0%

39.3%

0.1%

0.1%

6.0%

9.2%

8.6%

住みかえを希望

(n=218)

住みかえの希望以外

(n=943)

合計

(n=1161)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 詳細な内容を知って考えたい 利用したくない わからない 無効回答 無回答 1

 

 

  図 28 相談窓口の利用への希望（住みかえの希望者） 

9.2%

1.7%

3.1%

49.5%

20.4%

25.8%

13.3%

36.1%

31.8%

20.2%

29.7%

27.9%

0.5%

0.1%

0.2%

7.3%

12.1%

11.2%

住みかえを希望

(n=218)

住みかえの希望以外

(n=943)

合計

(n=1161)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非利用したい 機会があれば利用したい 必要ない わからない 無効回答 無回答 1

 
 

図 29 希望する相談内容（全体）     図 30 希望する相談内容（住みかえを希望） 
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リフォーム
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リフォーム

その他
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n=128住みかえを希望
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⑧ アンケート調査結果から把握できる課題 

ⅰ）住みかえに関する情報提供・啓発 

加齢に伴って、住まいについて問題を抱えている回答者は多く、大麻地区の住みかえへの

需要は約２割程度（218 世帯）である。 

現在の住みかえの希望者をみると、住みかえに関する情報や関連制度について情報取得へ

のニーズはあるが、まだ具体的な時期を決めていない人が多く、情報の入手、相談相手につ

いて困っている様子がみられる。 

また、住みかえについて特に考えていない回答者も多く、また、住みかえに関する情報や

関連制度への認知度の不足や住みかえに関連する制度等が普及していないこともあり、住み

かえについて具体的な検討が進んでいないと考えられる。 

 

ⅱ）住みかえを含めた高齢者の住まいに関する支援体制の構築 

相談内容については、住みかえ先の情報のみならず、現在の住宅の処分、マイホーム借上

げ制度に関する情報提供など、住宅関連、福祉関連、介護保険制度関連、金融・税制関連等、

高齢者の住まい全般の複合的な内容についてニーズがみられているため、信頼でき、地域に

密着した専門的な相談体制が必要となる。 

また、現在のまま住み続けたいという意向のある世帯についても、リフォームなどによる

建物の安全性確保や高齢者の居住性向上、在宅サービス等の活用について情報提供を行うな

ど、安心して住み続けられるための支援を行い、健康状況や家族構成の変化等に応じて地域

で安心して暮らせる仕組みづくりが重要となっている。 

 

ⅲ）地域内の住みかえ環境の整備 

高齢者の場合、住み慣れた地域で住み続けたい意向が高くなっていることから、地域内の

住みかえ先の整備が重要となっている。特に、サービス付き高齢者向け住宅のニーズが高く

なっていることから、大麻地区内でのサービス付き高齢者向け住宅の供給促進など、具体的

な検討が必要となっている。 

また、近年、大麻地区の賃貸住宅の空き家が増加している傾向もみられる中、住みかえを

予定している回答者は、住みかえ先の形態について、サービス付き高齢者向け住宅のほか、

賃貸住宅のニーズも多くなっており、賃貸住宅の空き家活用による高齢者向け賃貸住宅の整

備など、既存のストックの活用も有効と考えられる。 

 

ⅳ）住みかえに関する総合的な課題 

住みかえ関連制度の普及 

住みかえを予定している人の住みかえをより円滑に進めるため、情報提供や関連制度の普

及とともに、事例を通じた住みかえ支援制度・活用のポイントを紹介することが重要である。

地域の中でモデル事業を実施するなど検討内容の検証を行い、住みかえに関するより具体的

なイメージを提示することも有効と考えられる。 

 

ⅴ）住みかえ後の住宅の活用 

高齢者が所有する住みかえ後の住宅の活用について、子育て世帯などの借りる側のニーズ

や不動産市場の動向・需要を把握することが必要となっている。 

また、地域の福祉、医療関連、ＮＰＯ法人など多様な事業主体との連携による、福祉拠点

づくりなど高齢者の住みよい環境づくりも重要と考えられる。 
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2) 住みかえに関する相談会の開催 

  主に高齢世帯を対象にマイホーム借上げ制

度やリフォーム、住みかえ先等に関して、一

般社団法人移住・住みかえ支援機構の市内協

賛事業者、江別建設業協会、地域包括支援セ

ンターの各専門家による相談会を開催した。 

  相談会の開催にあたっては、自治会や公共

施設への開催案内チラシの配布、市広報誌、

新聞、ホームページへの掲載により、住みか

え支援のＰＲを兼ね広く市民へ周知を図った。 

  相談会は、前段に開催した高齢者の住まい

に関するセミナーとの共同開催により行った

もので、12 月 8 日、14 日の 2 日間開催した。 

  会場には、不動産やリフォーム関係の資料

コーナーのほか、福祉用具の展示コーナーを

設置した。 

  セミナー参加者は、2 日間で 93 名、相談会

参加者は、4 名で、大半が高齢者であり、高

齢者の住まいに関する関心の高さを示すもの

といえる。 

 

表 2 セミナーの概要 

 第 1 回セミナー 第 2 回セミナー 

開 催 日 平成 24 年 12 月 8 日（土） 平成 24 年 12 月 14 日（金） 

開催会場 大麻東地区センター 大麻西地区センター 

テ ー マ 高齢期の住まい方・暮らし方 高齢者の住まいの概要と選ぶポイント 

講  師 ＮＰＯ法人Ｚ（ｉ）Ｇ在宅支援技術

者連絡協議会顧問 大石 茂晴 氏 

ＮＰＯ法人シーズネット  札幌住まい

るアップセンター 立花 和浩 氏 

参加人数 48 名 45 名 

 

 

図 31 開催案内チラシ 

 

写真１ 第 1 回セミナー 

 

写真 2 第 2 回セミナー 
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  表 3 相談会の概要 

 第 1 回相談会 第 2 回相談会 

開 催 日 平成 24 年 12 月 8 日（土） 平成 24 年 12 月 14 日（金） 

開催会場 大麻東地区センター 大麻西地区センター 

相 談 員 市内協賛事業者（2 社） 

江別建設業協会 

地域包括支援センター 

移住・住みかえ支援機構 

計 

4 名 

3 名 

1 名 

1 名 

9 名 

市内協賛事業者（2 社） 

江別建設業協会 

地域包括支援センター 

 

計 

4 名 

3 名 

1 名 

 

8 名 

相談人数 3 名 1 名 

 

  表 4 相談事例 

相談者 年代 世帯状況等 相談概要 対 応 

Ａ 70 代 夫婦世帯 子どもが離れて住んでおり、今

後どのようにしたらよいか。 

住みかえに関する情

報提供を行った。 

Ｂ 80 代 二世帯（子と

同居） 

子どもと別に暮らしたい。 

お金がなく施設入所は難しい。 

後日、地域包括支援セ

ンターから本人へ連

絡し、これからも相談

を続けながら解決を

図っていく。 

Ｃ 80 代 二世帯（子と

同居） 

一戸建て 

現在の住宅を売却したい。 

賃貸マンションへ住みたい。 

施設に入るつもりはない。 

転居先の賃貸マンシ

ョンを紹介。 

Ｄ 90 代 二世帯（子と

同居） 

一戸建て 

今は大丈夫だが、二世帯の２階

に住んでいて、食事を２階で食

べているが、階段の昇降が大変

になってきた。 

将来何かあった時に入れる所は

ないか。 

ご自分のことはある

程度されたいとのこ

とで、ケアハウス、高

齢者向け住宅等のパ

ンフレット等により

情報提供した。 

 

写真 4 第 2 回相談会 

 

写真 3 第 1 回相談会 
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3) 住みかえ支援パンフレットの作成 

  移住・住みかえ支援機構のマイホーム借上げ制度をベースに住みかえ支援のパンフレット

を 5,000 部作成し、住民により身近に感じてもらうよう住みかえ支援について具体的な活用

事例を交えて紹介した。 

 

図 32 住みかえ支援パンフレット 

 

 

 

 

２．成果 

(1) 住民アンケート調査 

 今回実施したアンケート調査では、住みかえ希望者は回答者全体の２割程度（218 世帯）あ

ることが分かったが、住みかえを希望していない人と比較すると次のような特徴が見られた。 

 1) 健康状態は、「自力で生活できるか不安」の占める割合が高い。 

 2) 世帯状況は、単身世帯の占める割合が高い。 

 3) 現在の住まいの築年数は、築 30 年以上の住宅の占める割合が高い。 

 また、住みかえ希望者の中では、「札幌市内」が最も多く、次いで「大麻地区内」となってお

り、住みかえ先の形態については、「サービス付き高齢者向け住宅」が最も多く、次いで「マン

ション（持家）」となっている。 

 住みかえに伴う問題点としては、「現在の住宅・宅地の売却がうまくいかない」「預貯金や返

済能力が不足している」「住宅・宅地に関する適切な情報が得にくい」などが多くなっている。 

 このアンケート調査によって、住みかえ希望者を取り巻く問題点や課題を把握することがで

きたことから、これらに対応した条件整備を行うことにより、住みかえの推進が図られるもの

と考えられ、今後の対応方策を検討する上での成果となった。 

 

(2) 住みかえに関する相談会 

本事業における連携体制については、下図のとおり、大麻・文京台のまちづくり協議会及び
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江別市が中心となり、北海道石狩振興局の協力のもと、相談事業の運営調整等を行った。 

個別の相談対応は、移住・住みかえ支援機構の市内協賛事業者（2 社）、江別建設業協会及び

地域包括支援センターが担当する体制となっている。 

また、相談会には、移住・住みかえ支援機構から職員派遣や資料提供をいただくとともに、北

海道宅地建物取引業協会からパンフレットの提供をいただく等の連携・協力により相談会を実

施した。 

 

図 33 連携体制図 

 

相談体制： 市内協賛事業者（2 社） 

江別建設業協会 

地域包括支援センター 

移住・住みかえ支援機構 

4 名 

6 名 

2 名 

1 名 

相談件数： 4 件 

処理状況： 住みかえ先の紹介やマイホーム借上げ制度に関する情報提供等 

 

今回の事業においては、セミナーの開催により、住民の住みかえに関する関心や意識を高め

ることができたことや、試行的ではあるが相談会を開催し、上記のスタッフ体制により 4 名の

相談に対応できたことが成果として挙げられる。 

また、具体的な取り組みを進めていくための支援体制を検討する上で、参画する関係団体等

の役割と連携のあり方、住民との関わり方を考える契機となった。 

 

３．事後評価 

今回の事業においては、相談件数は 4 件と少なかったが、移住・住みかえ支援機構の市内協

賛事業者、江別建設業協会及び地域包括支援センターの各専門家の対応により、概ね相談内容

に対応できたものと考えている。 

特に高齢者の住みかえ支援をサポートするためには、高齢者の生活支援等の福祉的な側面か
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らのフォローを含め、多面的な支援が必要と考えられるが、住みかえ後に安心して生活してい

くためのアドバイスや情報提供という点では、住みかえ先の不動産情報のほか、日頃から相談

対応の経験が数多くある地域包括支援センターのスタッフの役割は大きかったといえる。 

特に、相談会という形式では、身体の不自由な高齢者等への対応が十分になされないことも

あり、本来必要とされる方々にも対応できることが必要と考えられるが、地域包括支援センタ

ーは、このような高齢者の相談にも対応できる地域の拠点であり、今回の相談会を通して、今

後に向けて効果的な相談体制のネットワークを構築する上での足がかりとなった。 

 

４．今後の課題 

(1) 運営財源 

今年度は補助金による事業運営となるが、今後の相談体制運営のためには、人件費や広報

等に係る経費を賄うための財源確保が最も大きな課題であり、国、道等の事業においても継

続的な運営財源としての活用は難しい状況にある。 

 

(2) 相談体制 

  住みかえに関する相談においては、物件の活用やリフォーム等の見積り、住みかえ先や費

用、税金の相談等、広範な分野に亘りきめ細かな対応が求められるものと考えられ、今後の

サポート体制が課題といえる。 

  また、健康で日常生活に支障なく生活している高齢者等は、直接相談窓口へ足を運ぶこと

ができるが、身体の不自由な独居高齢者等に対しては、訪問対応やケアマネジャー等との連

絡調整が不可欠であり、連携体制のあり方や個人情報の管理等の課題がある。 

 

(3) 住みかえ先の確保 

  アンケート調査結果では、住みかえ先として「サービス付き高齢者向け住宅」の希望が圧

倒的に多いが、その他に「マンション」等の希望があり、高齢者の安全、安心な住まいの受

け皿づくりが課題である。 

 

５．今後の展開 

住みかえ支援制度は、身近な相談窓口が少ないことから、相談体制の整備を進めていくと

ともに、広報等も十分でなかったことや高齢化の進展による関心の低さなどから、知名度は

かなり低いこともあり、関係団体等の協力体制を進め、制度の周知を進めていく。 

まず当該地区をモデル地区として事業を展開し、将来的には子育て世帯等の定住化促進に

向けて全市的に波及することを期待している。 

 

■事業主体の概要・担当者名 

設立時期 平成 4 年 6 月 

代表者名 横山 真 

連絡先担当者名 山岸 博 
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住所 〒067-8674 北海道江別市高砂町 6 番地 
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